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まえがき
2001年12月11日，中国は足かけ15年に及ぶ念願であった世界貿易機構 (WTO)
加盟を果たしてから 4年が経過した。中国は，改革・開放政策を実施して以来，一
貫して外資導入による国民経済成長戦略を採ってきた。
外資導入政策によって，圏内の雇用創出や人材育成にも貢献し，外資系企業は中
国の対外貿易に大きな役割を果たしている。特に， 2004年では，外資系企業が中国
の輸出に占める比率は57.07%で，輸入に占める比率は57.81%で，それぞれ史上最
高記録をしている。
WTO加盟によって中国の経済法体系における透明性が高まり，中国に対する投
資拡大が持続している。さらに，中国圏内市場における収益性が向上し，従来のよう
な輸出型中心の投資に止まらず，中国圏内市場の将来性と収益期待とを脱んだ市場
指向型投資が並存しながら拡大している。これは，中国の WTO加盟をきっかけ
に，多国籍企業の本格的な海外戦略展開の機会と捉えている結果であるといえよう。
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WTO加盟は，中国にとって，大きなチャンスをもたらしたと同時に，新たな挑
戦にも直面している。これまでの外資導入政策の主軸の一つである「市場をもって
技術と交換する」という戦略は， WTO加盟によって，外資導入により技術の進歩
を図るための交渉のカードとして使えなくなっている。 2020年の GDPを2000年の
4倍にするとの目標を実現し，社会全体としていくらかゆとりのある社会を実現す
るための外資導入政策を如何に調整するかが新たな課題である。上述したように，
外資直接投資による外資系企業が中国の国際貿易に半分以上を占める欠かせない存
在の中，中心的な問題は，中国国民経済発展の全般において，上向き競争的な国民
経済統合の中に外資系企業を統合していけるかどうかという深刻な問題が残されて
いる。
WTO加盟までの中国の外資直接投資に関する先駆研究の中で，系統的，かつ詳
細に分析している文献には以下のようなものがある。たとえば，片岡幸雄・鄭海東
著『中国対外経済論j(渓水社， 2004年)の第六章「改革・開放と外資直接投資導
入の動態一成果と問題-J，長谷川貴弘「中国の外国直接投資政策に関する一考察J，
『経済研究年誌』第25号(東北学院大学大学院経済学研究科， 2004年)などである。
WTO加盟前後の中国の外資直接投資の変化をより明確に提示するため，本稿は
先駆研究の研究方法に照らして， 1. WTO加盟後外資直接投資導入の概況 2.
WTO加盟後における外資直接投資導入政策の転換， (以上は本号で 3.，4.は
次号で分析する) 3. WTO加盟後外資直接投資企業の地位と基本特徴の変化， 4. 
今後の外資直接投資導入戦略の展望という四つの部分に分け， WTO加盟後中国の
外資直接投資導入の実態に関する分析を試みたい。
1. WTO加盟後外資直接投資導入の概況
2004年12月11日，中国は WTO加盟してまる 3年を迎えた。この間，中国は
WTO加盟条件の約束を履行するため，関税率の引き下げや非関税措置の廃止のほ
か，外国企業の対中投資に関する法整備の推進や規制競和など投資環境の改善を行
ったので，新たな対中投資ブームが出現している。この部分では，まず WTO加
盟後外資直接投資 (FDI)導入の概況を見てみたい。
1.1. 基本的概況
1997年のアジア金融危機後，中国における外資直接投資はやや下降期に入ったが，
中国の WTOへの加盟に関する交渉の進展に合わせて，外国企業は中国の WTO
加盟の実現を臨み，対中投資を増加させる方向に転じた。 WTO加盟後の2002年に
おける外資直接投資の契約件数，契約投資額はいずれも2001年に比べそれぞれ
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30.72%および19.61%の増加となった。続く 2003年の新たな契約件数は41.081件で，
契約外資金額が1.169億ドルで， 2002年に対してそれぞれ20.22%および37.94%の増
加となり， 2004年においては新たな契約件数は43，664件，契約外資金額は1.534憶 7
千9百ドルで， 2003年に対してそれぞれ6.29%および33.38%の増加となった。中国
商務部の統計では， 2004年末までの全国の累計外資投資件数は508，941件，累計契
約投資金額は10，966.08億ドル，実行投資金額は5，621.01億ドルとなっていて，発展
途上国における外資流入のトップの座を維持し続けてきた。
表1 外資導入契約件数及び契約金額(1979-2001年)
合計 対外借款 直接投資 その他の形態
年 件数 金額 件数 金額 件数 金額
による外資投
(億ドル) (億ドル) (龍ドル) 資(憧ドル)
1979-2004 629，147 16，304.8 120.599 4，898.7 389.771 7.473.9 299.7 
1979-1982 1.019 205.5 27 135.5 992 60.1 9.9 
1983 522 34.3 52 15.1 470 17.3 1.9 
1984 1.894 47.9 38 19.2 1.856 26.5 2.2 
1985 3.145 98.7 72 35.3 3，073 59.4 4.0 
1986 1.551 117.4 53 84.1 1.498 28.3 5.0 
1987 2.289 121.4 56 78.2 2.233 37.1 6.1 
1988 6.063 160.0 118 98.1 5.945 53.0 8.9 
1989 5.909 114.8 130 51.9 5.779 56.0 6.9 
1990 7.371 120.9 98 51.0 7，273 66.0 3.9 
1991 13.086 195.9 108 71.6 12.978 119.8 4.5 
1992 48.858 694.3 94 107.0 48.764 581.2 6.1 
1993 83.595 1.232.8 158 113.1 83.437 1.114.4 5.3 
1994 47.646 937.6 97 106.7 47.549 826.8 4.1 
1995 37.184 1.032.1 173 112.9 37.011 912.8 6.4 
1996 24.673 816.1 117 79.6 24.556 732.8 3.7 
1997 21，138 610.6 137 58.7 21.001 510.1 41.8 
1998 19，850 632.0 51 83.9 19.799 521.0 27.1 
1999 17，022 520.1 104 83.6 16.918 412.2 24.3 
2000 22.347 711.3 22.347 623.8 87.5 
2001 26.140 719.8 26.140 692.0 27.8 
年平均成長率(%)
13.2 16.5 13.4 23.3 12.3 1990-2001 
注:①1997年からは対外証券発行額は対外借款から外され，その他の形態による外資投資に
入れられている。
②中国政府は2000年から対外借款に関する統計数値を発表しなくなったため， 2000年以
後の合計件数と合計金額は対外借款の件数と金額を除いた数値となっている。以下の
図表も同様である。
出所:中華人民共和国統計局編『中国統計年鑑・ 2005.1，中国統計出版社.2005年， 713頁よ
り作成。
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表2 外資導入契約件数及び契約金額 (2002-2004年)
合計 直接投資 その他の形態
年
件数 金額 件数 金額
による外資投
(億ドル) (億ドル) 資(億ドル)
2002-2004 118，916 3，582.4 118，916 3，513.2 69.2 
2002 34，171 847.5 34，171 827.7 19.8 
2003 41，081 1，169.0 41，081 1，150.7 18.3 
2004 43，664 1，565.9 43，664 1，534.8 31.1 
年平均成長率(%)
18.7 29.6 18.7 30.4 3.8 
2002-2004 
出所:中華人民共和国統計局編『中国統計年鑑・ 2005j，中国統計出版社， 2005年， 713頁よ
り作成。
表3 実行外資投資額(1979-2001年)
金額 対外借款 直接投資 その他の形態 実行投資額の 外資固定資産投資の年 による外資投 GDPに占め 総固定資産投資額に(億ドル) (億ドル) (億ドル) 資(億ドル) る比率(%) 占める比率(%)
1979-2004 7，436.3 1，471.5 4，997.7 326.5 
1979-1982 124.6 106.9 11.7 6.0 
1983 19.8 10.7 6.4 2.8 0.7 4.7 
1984 27.1 12.9 12.6 1.6 0.9 3.9 
1985 44.6 25.1 16.6 3.0 1.5 3.6 
1986 72.6 50.1 18.7 3.7 2.5 4.4 
1987 84.5 58.1 23.1 3.3 2.6 4.8 
1988 102.2 64.8 31.9 5.5 2.6 5.9 
1989 100.6 62.9 33.9 3.8 2.2 6.6 
1990 102.9 65.3 34.9 2.7 2.7 6.3 
1991 115.6 68.9 43.7 3.0 2.8 5.7 
1992 192.0 79.1 110.1 2.8 4.0 5.8 
1993 389.6 111.9 275.1 2.6 6.5 7.3 
1994 432.1 92.6 337.7 1.8 8.0 9.9 
1995 481.3 103.3 375.2 2.9 7.0 11.2 
1996 548.0 126.7 417.3 4.1 6.8 11.8 
1997 644.1 120.2 452.6 71.3 7.3 10.6 
1998 585.6 110.0 454.6 20.9 6.3 9.1 
1999 526.6 102.1 403.2 21.3 5.4 6.7 
2000 593.6 100.0 407.2 86.4 5.5 5.1 
2001 496.7 468.8 27.9 4.3 4.6 
年平均成長率%
14.2 24.5 18.1 
1990 -2001 
出所:中華人民共和国統計局編『中国統計年鑑・ 2005j，中国統計出版社， 2005年， 186頁よ
り作成。
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表4 実行外資投資額 (2002-2004年)
年 金額 対外借款 直接投資
その他の形態 実行投資額の 外資固定資産投資の
(億ドル) (億ドル) 。(億ドル) による外資投 GDPに占める 総固定資産投資額に資(億ドル) 比率(%) 占める比率(%)
2002 550.1 527.4 22.7 4.3 4.6 
2003 561.4 535.0 26.4 4.0 4.4 
2004 640.7 606.3 34.4 3.7 5.3 
年平均成長率%
2002-2004 8.9 9.0 7.2 
出所:中華人民共和国統計局編『中国統計年鑑・ 2005.1，中国統計出版社， 2005年， 186頁よ
り作成。
表5 形態別外資利用状況-2004年
外資利用形態 契約件数 契約金額 実行投資金額(億ドル) (億ドル)
合計 Total 43，664 1，565.88 640.73 
対外借款 Foreign Loans 
直接投資 Foreign Direct Investments 43，664 1，534.79 606.30 
合弁企業 Joint Ventures Enterprises 1.570 276.41 163.86 
合作企業 Coperative Operation Enterprises 1.343 77.88 31.12 
外資独資企業(100%) Foreign Investment Enterprises 30，708 1172.75 402.22 
株式投資企業 Foreign Investment Share Enterpri附 43 7.74 7.77 
合作開発 白operativeDevelopment 1.09 
その他 Others 0.24 
その他の形態による外資投資 Others Foreign Investment 31.09 34.43 
証券 Sale Share 4.48 6.95 
リース International Lease 0.36 0.38 
補償貿易 Compensation Trade 0.05 
加工・組立貿易 Processing and Assembly 26.25 27.05 
出所:中華人民共和国区国家統計局編『中国統計年鑑.2005.J.中国統計出版社， 2005年，
643頁。
注:2004年末現在の契約累計件集は50万8，941件，同金額は 1兆966億ドル，実行外資投資額
は5，621億ドル，契約累計件数のうち製造業企業は72.57%，同金額に占める製造業金額
は64.76%を占める o 実行外資投資額の地区別構成では，東部地区86.25%，中部地区
9.16%西部地区4.59%となっている。累計契約件数約50万社のうち，すでに事業中止，
終了，あるいは営業を停止している企業数は22万社を超え，累計契約設立外資系企業の
44%を占め，実際に業務を行っているのは約28万社である(中華人民共和国商務部『中
国外資統計・ 2005.J 1頁)。
WTO加盟後，全体から言えば，中国への外資直接投資構造のグレートアップの
意味において，投資の質と水準は不断に高まってきており，全国で新たに設立され
た外資投資件数，契約投資金額，実行投資金額ともに継続的に増加する傾向にあっ
た。 1件当たりの契約投資金額では， 2001年の平均265万ドルから2004年の平均359
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万ドルにまで上昇し，表1と表2で示したように， WTO 加盟前の1990~2001年の
契約件数，契約金額の年平均成長率は， 2002~2004年のそれぞれと比較して， 2002 
~2004年の聞では，かなり高い成長を遂げたことが分かる。
上述のような結果は，中国の WTO加盟実現をきっかけに，中国市場が一層開
放され，世界市場と一体化するようになったことを意味している。こうした結果，
中国で製品を加工して再輸出するタイプの投資に加え，中国で製品を販売する囲内
市場指向型投資も増えている。多国籍企業のグローパル戦略にも一部変化がみられ，
このため，中国への投資を増加したと考えられる。
WTO加盟直前の2001年においては，契約投資件数は26，140件，契約外資金額は
691.59億ドル，実行投資金額は468.78億ドルであった。 2001年末時点での外資系企
業の累計認可件数は389，549件，契約累計金額は7，450.6億ドル，実行投資累計金額は
3，935.1億ドルに達している。 WTO加盟3年後の2004年は，新たに契約された外資
投資企業数は43，664件であり， 2001年の1.7倍である。契約投資金額は1，534.79億ド
ルであり， 2001年の2.2倍であり，実行投資金額は606.3凶章ドルで， 2001年の1.3倍と
なっている。 2004年末時点での外資系企業の累計認可件数は508，941件で， 2001年
までのそれの1.3倍である。そして契約累計金額は10，966.08億ドルで， 2001年までの
それの1.5倍であり，実行投資累計金額は5.621.01億ドルで， 2001年までのそれの1.4
倍である。
外資独資投資企業のシェアは， 2001年において，契約投資件数で総数の59.8%，
契約金額で総額の62.1%，実行投資金額で総額の50.9%を占めているのに対し，
2004年では，契約投資件数で総数の70.3%，契約金額で総額の76.4%，実行投資金
額で総額の66.3%となっているO 上述のように， WTO加盟の実現により，さらな
る市場の開放と投資環境の整備が進み，中国市場の潜在性に対する大きな期待等を
背景にして，実行投資金額の増加には安定的趨勢が見られる。
2004年における対中国直接投資(実行投資額ベース)上位5位の国・地域は次の
通りである。香港 089.98億ドル)，イギリス領パージン諸島 (67.30億ドル)，韓国
(62.48億ドル)，日本 (54.52億ドル)およびアメリカ (39.41億ドル)である。 2004
年の実行投資金額の GDPに占める割合は3.68%であり， 2003年の3.79%とほぼ同水
準を保っている。 WTO加盟の実現をきっかけに， 2002年から外資直接投資の固定
資産投資額が全社会固定資産投資額に占める割合も増加し， 2001年の4.6%に対し
2004年では5.3%といった水準であった。
WTO加盟後，外資直接投資構造もより深化し，新たに契約された外資直接投資
企業の中で，製造業領域は69.59%を占め，そのうち，通信設備，パソコンおよび
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その他の電子設備製造，専門設備製造，一般機械製造，交通・運輸設備製造などの
業種の成長は顕著で、あった。
2004年末まで累計登録した外資直接投資企業数は50万社余りであるが，そのうち，
2004年までの時点では，実際操業しているのは約28万社である。これら外資投資企
業が2004年に実現した工業付加価値額は15，240.5億元で， 2003年より18.8%増加し，
全国工業付加価値額の増加率の16.7%より2.1ポイント上回っている。外資系企業が
実現した新たな工業付加価値額は全国工業付加価値額の27.8%を占め， 2003年より
10.8ポイントも高くなっている。 2004年における年間輸出額は3，386.06億ドルで，対
前年40.89%増であり，同期全国の輸出額増加率 (35.40%) より5.49ポイント高くな
っていて，全国の輸出総額の57.07%を占め，前年よりさらに2.24ポイント高くなっ
ている。輸入においては， 2004年における年間輸入額は3，245.57億ドル，対前年
39.95%増，同期全国の輸入額増加率 (36.0%) より3.95%ポイント高くなっており，
全国輸入総額の57.81%を占めている。このように，全国の輸出・輸入に占める外
資直接投資企業の輸出・輸入比率はこれまでの最高記録となったのである。
2004年外資直接投資企業の銀行間決済における純流入額は871.95億ドル，対前年
33.30%増，全国銀行間決済における純流入額 0，700.01億ドル)の51.29%を占め，
2004年の外貨純増加額 (2，068億ドル)の42.16%を占めている。
下の円グラフで示されるように，改革・開放初期ごろから，今日まで，中国への
外資直接投資は香港やマカオといった華人系企業グループを中心として行われてき
たことが特徴となっている。ところが，より詳細に観察すれば， 1992年から，中国
が社会主義市場経済の構築に入っていくにつれ，日本および欧米の多国籍企業が中
国市場へ本格的に進出し始め，先進国による外資直接投資の割合が上昇する傾向に
あることが分かる。香港・マカオが今日まで投資元としてず、っと第一位であること
は不変であるが，全体に占める割合は低下傾向にあり， 2004年には32.23%になっ
た。
香港・マカオとは対照的に，台湾からの中国大陸向け投資が急増していることが
注目される。台湾と中国大陸との政治的事情から，台湾はこれまで中国大陸との直
接貿易を制限してきたが，対中国大陸直接投資についても，第三地域を迂回して間
接的に投資を行うことしか認めなかった。 1991年になってようやく台湾からの対中
国大陸への直接投資が正式に認められ，それ以来，台湾の中国大陸への直接投資は
急増し， 1999年後半あたりから電機・電子 (IT)産業を中心に中国進出ブームが起
こり， WTO加盟後も増加しつつある。その上多くの台湾企業はイギリス領パージ
ン諸島，ケイマン諸島などいわゆるタックスヘイブン地域を経由して投資を行って
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出所:中国対外経済貿易年鑑編輯委員会編『中国対外経済貿易年鑑.1 (2004年から『中国
商務年鑑』と改称した)各年の関連データにより筆者作成(計算債はすべて実行ベ
スーによる)。
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いると見られており，台湾 IT企業の中国への生産シフトの動きと合致している。
このような実情を考えれば，台湾からの直接投資額は実質的にもっと多くなると推
測される。
ちなみに， 2004年においては，中国側が発表した統計数値によると，当年の台湾
からの直接投資契約件数は4.002件で，契約投資額は93.06億ドルで，実行投資額は
31.17億ドルであるのに対し，台湾側が発表した統計数値においては，当年の中国
大陸への直接投資契約件数は2.004件で，契約投資金額は69.40億ドルとなっている
のである。なお，実行投資金額は不明で、ある。
一方，韓国については，中華圏でもなく，アジア危機の打撃が大きかったことも
あり，ほかの NIE'sに比べ，中国進出が出遅れていたが，中国の WTO加盟後，
中国が生産地としても，市場としても急速にプレゼンスを拡大してきた。国単位で
は， 2004年においては，すでにアメリカ，日本を越え，第一位となっており，外資
直接投資総額の10.30%を占めている。
先進国の対中直接投資については， WTO加盟後2004年までアメリカの対中直接
投資額がピークに達した2002年の54.24億ドル (2002年外資直接投資総額の10.28%)
から2004年の39.41億ドル (2004年外資直接投資総額の6.50%)までに低下してはい
るが，北京と上海にある米国商工会議所がまとめた2005年のビジネス動向調査によ
ると，有望な海外投資先として79%の企業が依然として中国をトップに挙げている
のである。それでは，投資額が低下する傾向にある原因は何か?それは，知的財産
権の保護が不十分とされることから，アメリカ企業が研究開発投資を遅らせるかま
たは減らす傾向にあり，しかも競合が激化し利益を圧迫していることも，新規投資
に対する慎重姿勢につながっているとする見解が見られる。またイギリス， ドイツ
といったヨーロッパの対中直接投資には，自動車や電子・通信関係など大型プロジ
ェクトの推進で 1件あたりの平均投資規模が大きいという特徴があるが，投資額
はやはり低下する傾向にあり，アメリカと同様に一服感が出ている。
欧米における対中投資ブームにはやや陰りが出ている一方，閉じ先進国である日
本の対中投資には比較的安定的な趨勢が見られる。国際協力銀行の開発金融研究所
が16固にわたり行っている日本の製造業企業の海外直接投資アンケート調査による
と， 1992年度に有望投資先に関する質問を始めて以来， 2004年度の最新調査に至る
まで，第 1位は中国が独占し，しかも， 2004年度には中国を有望投資先として回答
した企業は全体の91%にも達している。その理由としては，市場の今後の成長性
(83.3%) ，安価な労働力 (66.1%)があげられている。
2004年においては，日系企業が新たに中国に設立した企業は3.454件で，対前年
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比6.15%増，外資直接投資契約金額は91.62億ドルで，対前年比15.17%増，外資直接
投資実行金額は54.52億ドルで，これまでの対中投資金額の最高記録となり，対前
年7.86%増であった。実行金額ベースにおいては， 2004年全国の外資直接投資実行
金額の8.99%を占めており， 2004年対中投資上位4位となり，先進国の中でトップ
となっている。最新情報によると， 2005年における日本の対中国直接投資実行額は
65.3億ドルに達しており， 2004年の記録を更新しているO これは対前年比19.8%増
であり，韓国を抜いて第3位に浮上している。
表6 日本対中直接投資状況
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出所:中国対外経済貿易年鑑編輯委員会編『中国対外経済貿易年鑑.1(2004年から『中国商
務年鑑jと改称した)各年の関連データにより筆者作成。
外資直接投資の領域的分布
WTO加盟後，中国圏内の投資環境の好転につれ，外資直接投資の投資領域は拡
大に転じた。 2004年外資直接投資の農・林・牧・漁業領域における投資は，前年よ
り増加した。農・林・牧・漁業領域に新たに契約された外資直接投資企業数，契約
金額，実行金額は，総勢から言えば，増勢の傾向にあり，特に契約金額の増加幅が
大きい。しかしながら，農業においては，新設された外資直接投資企業数，契約金
額，実行金額は2003年に比べ，減少している。
2004年においては，農・林・牧・漁業領域で新たに契約された外資直接投資企業
数は1.130件であり，全国の新契約外資直接投資企業数の2.59%を占め，前年より
1.25%増である。契約金額は32.71億ドルで，全国の契約金額の2.13%を占めていて，
前年より43.71%増である。実行投資金額は11.14億ドルであって，全国の実行投資
1.2. 
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金額の1.84%を占め，前年より 11.34%増となっている。
製造業は依然として外資直接投資の最も主要な領域である。 2004年における外資
直接投資の製造業における投資金額は，契約ベースおよび実行ベースのいずれにお
いても，全国のそれの約 7割を占めている。すなわち，契約金額は1.097.36億ドル
であって，全国の71.50%を占め，対前年比35.90%増である。そして実行金額は
430.17%億ドルであり，全国の70.95%を占め，対前年比14.81%増であった。
製造業における外資直接投資は，主に通信設備，パソコン及びその他の電子設備
製造業，化学原材料および化学製品製造業，交通・運輸設備製造業，専門設備製造
業，非金属鉱物製造業，一般機械製造業に集中している。
製造業のうち，契約金額が前年より大きく増加している業種は，以下の通りであ
る。通信設備・パソコン及びその他電子設備製造業は200.13億ドルで，対前年比
33.01%増，専門設備製造業は64.03億ドルで，対前年比112.24%増，一般機械製造業
は60.22億ドルで，対前年比71.84%増，交通・運輸設備製造業は71.59億ドルで，対
前年比47.05%増という状況である。
実行金額が前年より大きく増加している業種は，以下の通りである。交通・運輸
設備製造業は37.66億ドルで，対前年比58.73%増，電子部品製造業は23.09億ドルで，
対前年比63.06%増，専門設備製造業は18.97億ドルで，対前年比54.91%増，一殻機
械製造業は21.71億ドルで，対前年比39.12%増，農副食品加工業は19.46億ドルで，
対前年比43.59%増という状況である。通信設備・パソコン及びその他電子設備製
造業は依然として外資直接投資の実行投資額の大きい業種であり， 2004年では
70.59億ドルで，対前年比11.21%増であった。
サービス貿易領域 (WTOによる部門分類)における外資直接投資の実行金額は
122.28億ドルで， 2003年より1.51%低下しているものの， 2004年外資直接投資総額
の20.17%を占めている。サービス貿易領域の中で，不動産産業は依然として最も
高い割合を占め，実行投資金額ではサービス貿易領域における外資直接投資総額の
約半分を占めている。このほか，主にパソコン応用サービス業，建設・設計サービ
ス業，小売業，飲食業，ホテル業，水上運輸業と倉庫保管業に集中している。
2. WTO加盟後における外資直接投資導入政策の転換
これまでの外国企業による対中直接投資が中国の経済成長に大きく寄与している
ことは周知の通りである。特に WTO加盟後においては外資による直接投資実行
額の増加が大きくなっている。 WTO加盟後，中国は様々な規制緩和と市場開放を
行うと同時に，外資導入も積極的に行ってきた。この節では，主に WTO加盟後
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における外資直接投資導入政策の変化について考察する。
「指導外商投資方向暫行規定」の廃止と「指導外商投資方向規定」の公布
2002年2月1日国務院は.1995年 6月7日に批准され 6月20日に国家計画委員
会，国家経済貿易委員会，対外貿易経済合作部が公布した「指導外商投資方向暫行
規定」を廃止し，新たに「指導外商投資方向規定」を公布し.2002年4月1Elから
実施すると発表した。新たな「指導外商投資方向規定」の主な内容を以下に要約す
る。
第三条 「指導外商投資方向規定」に沿って出される「外商投資産業指導目録」
及び「中西部地区外商投資優勢産業目録Jは，外国企業投資案件及び外
国投資企業の審査，認可を指導し，かつ関係政策を適用する根拠である。
(1外商投資産業指導目録J.1中西部地区外商投資優勢産業目録」は2004
年に改正されたが，詳細は後で述べる)
第四条 外国企業投資案件は奨励，許可，制限，禁止の4項目に区分する。奨励，
制限，禁止の 3項目に該当する外国企業投資案件は「外商投資産業指導
目録」に列記する。その他の外国企業投資案件は許可項目案件とする。
許可項目案件は「外商投資産業指導目録」には列記されない。
第五条 奨励項目案件に属するものは以下の通りである。
1 農業新技術，農業総合開発及びエネルギー，交通，重要原材料工業
に属する案件
2 ハイテク，先進技術に属し，製品の性能を改善し，企業の技術的経
済的収益を向上させることができ，または圏内の生産能力が不足し
ている新設備，新材料の生産に属する案件
3 市場の需要に適合するもので，製品の品質を向上させ，市場を開拓
し，または製品の国際競争力を増加させることのできる案件
4 新技術，新設備，エネルギー及び原材料を節約できる案件，資源の
総合利用及び資源の再生並びに環境汚染防止に属する案件
5 中西部地区の労働力及び資源の優位を発揮でき，かっ国の産業政策
に合致する案件
6 法律，行政法規で規定するその他の案件
このほか，奨励項目の外国企業投資案件に関して.1関連法律，行政法規の定め
に従い優遇を受けるほか，投資額が大きく，回収期間の長いエネルギー，交通，都
市インフラ施設(石炭，石油，天然ガス，電力，鉄道，道路，港湾，空港，都市道
路，汚水処理，ごみ処理など)の建設，経営に従事する案件は，認可を得て，それ
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と関連する経営範囲を拡大することができるJ(第九条)。また，製品のすべてを直
接輸出する許可項目の外国企業投資案件は，奨励項目の外国企業投資案件として取
り扱われる。(第十条)
第六条 制限項目に属するものは以下の通りである。
1 技術水準が遅れている案件
2 資源の節約及び生態環境の改善に不利な案件
3 国が保護採掘の実行を規定する特定鉱産物の探査，採掘に従事する
案件
4 国が段階的に開放する産業に属する案件
5 法律，行政法規で規定するその他の案件
このほか，制限項目の外国企業投資案件に関して，製品の輸出販売額がその製品
販売額の70%以上を占める制限項目の外国企業投資案件であれば，省，自治区，直
轄市及び計画単列都市の人民政府または国務院主管部門の認可を得た場合，許可項
目の外国企業投資案件として取り扱われる。(第十条)
第七条 禁止項目に属するものは以下の通りである。
1 国の安全を脅かす，または社会公共の利益を損なう案件
2 環境汚染をもたらし，天然資源を破壊し，または人体の健康を損な
う案件
3 大量の耕地を占用し，土地資源の保護，開発に不利な案件
4 軍事施設の安全および使用効果を脅かす案件
5 わが国固有の製法または技術で生産する案件
6 法律，行政法規で規定するその他の案件
第八条 「外商投資産業指導目録」には， I外国企業投資案件に対し， (合弁，合
作に限る)， (中国側がマジョリティーを持つ)，または〔中国側が相対
的にマジョリティーを持つ〕ことを規定することができる。〔合弁，合
作に限る〕とは，中外合併経営，中外合作経営のみ許可することを指す。
〔中国側がマジョリティーを持つ〕とは，外国企業投資案件における中
国側投資者の投資比率の和が， 51%及びそれ以上であることを指す。
〔中国側が相対的にマジョリティーを持つ〕とは，外国企業投資案件に
おける中国側投資者の投資比率の和が，如何なる一方の外国側投資者の
投資比率よりも大きいことを指す。
第十一条 中西部地区の優位を確実に発揮できる許可項目及び制限項目の外国企
業投資案件については，適度に条件を緩めることができる。このうち，
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「中西部地区外商投資優勢産業目録Jに挙げられる案件は，奨励項目
の外国投資案件の優遇政策を受けることができる。
なお，外国企業投資案件の届出，審査，認可の手続きについては，次のように規
定している。現行の審査及び認可権限に基づき，外国企業投資案件は，案件の性質
により，それぞれ発展計画部門，経済貿易部門が審査，認可及び届出の受理を行う。
外国投資企業の契約，定款は，対外経済貿易部門が審査，認可及び届出の受理を行
う。そのうち制限項目の限度以下の外国企業投資案件は，省，自治区，直轄市及び
計画独立都市人民政府の相応する部門が審査，認可を行い，同時に上級の主管部門
及び業種主管部門に届出をする。この項目の案件の審査及び認可権は，下部に移譲
してはならない。サービス貿易分野の段階的に開放するものに属する外国企業投資
案件は，国の関係規定に基づき審査，認可を行う。(第十二条)
「外商投資産業指導目録」の改正 2002年3月11日上記「規定」を後追いする形
で，国家発展計画委員会，国家経済貿易委員会，対外貿易経済合作部は三者共同で
「外商投資産業指導目録」及び「附件」を示し，同年4月1日から実施すると発表
した。この「目録」では上述したように，奨励項目，許可項目，制限項目，禁止項
目に分けられて各々の産業が挙げられていた。 WTO加盟後3年を迎えようとした
2004年11月30日，国家発展改革委員会(旧国家発展計画委員会・以下同)と商務部
(旧対外貿易経済合作部・以下同)が共同で新「外商投資産業指導目録」を公布し，
2005年1月1日から実施すると発表した。
今回の新「目録」の制定は，科学技術の向上に焦点をあて，これに基づき，より
深化した改革と対外開放の拡大を行い，経済産業構造の調整を推し進めるために打
ち立てたものであり，外資導入の方向性を，マクロコントロール政策，国内の発展
と対外開放，産業構造の改善・向上，外資導入の質・水準の向上を導く上で重要な
役割を果たすべきであるとしている。
新「目録」の奨励業種は257項目となっており，旧「目録」の262項目から 5項目
削減された。前回改正時(I日「目録」改正時)，奨励項目が186項目から76項目増加
したのに比べ，中国は経済成長パターンの転換を図る中で，外資導入政策の調整も
行っていることを窺い知ることができょう O
今回の新「目録」の改正の要点は次の通りである。
① 対外開放の拡大と先端技術引き込みの必要に応じて，圏内において，緊急にそ
の発展を推し進める必要のある産業や製品を奨励項目とする。また，従来の奨励
項目に対する修正を行い，奨励内容の範囲を拡大している。新たに追加された奨
励項目及び従来の奨励項目に対する修正項目は，次の通りである。プロジ‘ェクタ
WTO加盟後中国の外資直接投資導入実態分析と新たな政策動向(上 35
ーディスプレー及び主要部品，グリコール，自動車用電子装置製造， 30万キロワ
ットの大型循環型流動層ボイラー (CFB)製造，読み取り専用光ディスクの複製
などである。
② 外資参入範囲を拡大し，サービス業の対外開放のベースを加速させる。具体的
には，これまで禁止項目に属していた教育，文化芸術及び放送映画テレビ業の一
部であるラジオ・テレビ番組の制作，配給，映画製作〔中国側がマジョリティを
持つ〕が制限項目に分類され，これらの分野における外国投資企業の設立が可能
となった。但し，上述のように当該項目は中国側がマジョリティを持つというこ
とで，外国側の出資者の出資率は49%以下に制限されている。
③ マクロコントロール政策に対応し，一部の付加価値の低い投資を抑制するため，
既に過度の投資が行われている産業，製品は奨励項目から削除され，許可項目に
分類される。一部に投資過熱傾向があるが，依然として外資企業による投資が奨
励され，先端技術を導入する必要がある産業，製品については，基準を高め，付
加価値の低い投資の重複を抑制する。具体的には，スタンプコークス，コークス
乾式消火設備，幅広鉄板，亜鉛メッキ及び高耐腐食性アルミ亜鉛合板，表面コー
テイング板，オートパイ完成車，その部品の製造， くず鉄の加工などが奨励項目
から除外され，特定のスパンデックス繊維，ポリエステルの製造などの基準の引
き上げが挙げられる。
④ 禁止項目に新たに「社会調査J(アンケート，インタビュー，観察或はその他
の方法で，関係する社会情報を収集，整理，分析する活動)が追加された。一方，
情報，コンサルタントサービス業として， i市場調査」が制限項目〔合弁，合作
に限る〕に追加された。
新「目録」実施後，奨励項目に属する外商投資項目は，自家用輸入設備輸入関税
及び輸入増値税を免除する優遇政策を享受することができる。
新「外商投資産業指導目録Jのほかに， 2000年6月22日国家経済貿易委員会，国
家発展計画委員会，対外貿易経済合作部が共同で公布した「中西部地区外商投資優
勢産業目録J(以下「中西部目録」と称する)も新たに公布された。この新「中西
部目録」は国家発展改革委員会，商務部が共同で2004年7月23日に公布し， 2004年
9月1日から実施すると発表した。今回の公布は， WTO加盟後の中国の外資直接
投資導入戦略に合わせ，囲内地域聞の経済発展の格差を縮小させると同時に，
WTO加盟時の約束を守るため，市場開放の拡大を図り，積極的外資導入政策の実
施により，中西部の経済発展を促進させるためであった。
上記の新「目録」に比べ，新「中西部目録」の奨励項目は267項目となっており，
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外国投資企業の出資比率を制限する項目も新「目録」の48項目から 6項目までに縮
小した。
267項目に及ぶ新「中西部目録」の主な内容は以下の四つの分野に分けられよう。
① 特有鉱産資源の開発。四ホウ酸ナトリウム(棚砂)，マグネシウム，クロム鉱
の採掘及び加工，タングステンの高度加工，ニッケル鉱の調査開発等。
② 退耕還林・還草(耕された畑を森林・草原に戻す)，食糧，特産動物・植物資
源の高度加工。食糧，油料種子の開発，油脂の高度加工，茶葉の総合加工，拘杷
(くこ)の栽培及び高度加工，甜菜糖加工及び副産品の総合利用等。
③ 地方優勢産業の発展を速める。自動車部品加工，天然ガスの下流化学産品の製
造と開発，スライス状固体タンタラム電解電容器製造，民族特需産品の製造等。
④ 社会サービス業の開放の拡大。都市ガス供給，供熱，給配水管網の建設・経営
(旧「中西部目録」では制限項目)，観光地開発及び関連施設の建設・経営，草原
生態，氷雪観光資源，森林観光資源の開発等。
上記のように， WTO加盟後における新たな「指導外商投資方向規定j，r外商投
資産業指導目録j，r中西部地区外商投資優勢産業目録」の制定は，中国の国民経済
の発展を推し進める上で，戦略的外資直接投資導入政策を実施するために依拠する
法であり，外資投資企業や投資項目の指導や審査に対応するために依拠する法であ
る。
WTO加盟後四年を経過した2006年から，いわゆる WTO加盟後過渡期の後半期
を迎えようとするが，ちょうどこの年から中国は「第11次 5 ヵ年計画 (2006~2010
年)jを開始する。今回の5ヵ年計画草案の骨子は以下のようにまとめられている。
表7 r第11次5ヵ年計画」草案骨子
-第11次 5 ヵ年期間 (2006~2010年)中に「調和社会」建設を強化する
-同期間中に一人当り GDPを2000年の2倍に， GDP単位当りエネルギー消費を2005年末
比で20%前後削減する
-国際競争力の高い中国ブランドを持つ企業を育成する
-資源、節約型社会と環境友好型社会の構築を加速させ，循環経済を発展させる
・社会の公平に注目し，地域聞などの収入格差拡大を緩和させる
-積極かつ穏当に政治体制改革の推進を継続する
-両岸(中台)関係の発展と祖国統一事業を推進める
-平和発展路線を歩み，共同繁栄を目指した調和世界へ努力する
出所:2005年10月11日時事通信配信記事による。
産業構造調整促進のための諸方策 上記「第11次5ヵ年計画」草案骨子で掲げた
目標を実現するため， 2005年12月2日に国務院より，中国経済産業構造の発展と転
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換の方向性に関する「産業構造調整促進に関する暫定施行規定J(以下「暫定施行
規定」と称する)が公布され，実施された。この規定は，現在及び将来の中国の産
業構造調整の目標，原則，方向及び重点を明示している。更に，同「規定」に合せ
て.r産業構造調整指導目録Jも同時に発表された。今回の「暫定施行規定Jは，
「経済成長方式の転換を更に深化させ，産業構造の調整と競争力の向上を推し進め，
国民経済の安定的，比較的早い発展の保持に重要な意義をもっ」としている。更に，
それぞれの地域の産業発展の実情に合せて，具体的措置を制定し，合理的な投資方
向を導き，先進的生産力の発展を奨励し，支持する。遅れた産業生産力の制限と全
廃を行い，無秩序な投資と低レベル重複建設を防止し，産業構造の競争力の向上を
確実に推し進めることに総力を挙げる。
「暫定施行規定」における産業構造調整の目標は次のように規定されている。
「産業構造の競争力の向上を推し進め，第一，第二，第三次産業聞の正常な協調的
発展を促進するとともに，漸次農業を基礎として，ハイテク産業を先導産業として，
基礎産業と製造業を後押し，サービス業の全面的発展を図る産業構造を形成する。
省エネ，クリーン，安全を十分に考慮した発展を堅持し，持続的発展を実現する」。
同時に制定された「産業構造調整指導目録Jは，目録の分類原則及び分類に伴う
補足的な政策などを示している。「産業構造調整指導目録」は，農業，水資源，石
炭，電力，交通，情報，鉄鋼，非鉄，石油化学，建材，機械，軽工業，サービス産
業，自然環境保護，資源節約・リサイクルなど20以上の業種を網羅し，その中で，
産業を奨励項目，許可項目，制限項目，淘汰項目の四種類に分類し，奨励項目は
539項目，制限項目立190項目，淘汰類は399項目を挙げ，中国に必要もしくは不必
要な技術・製品を明確にしている(許可項目はその他の三項目に属さず，かつ国家
の関連法律等に合致するものであり.r目録Jに列記しない)。
今回の「産業構造調整指導目録」は原則的に国境内の各種企業に適用する。その
うち，外国投資企業は上記新「外商投資産業指導目録」に基づき執行するが.r産
業構造調整指導目録」は「外商投資産業指導目録」を改定する主な根拠の一つであ
り，各々の「目録」の執行中の政策上において発生する問題は国家発展改革委員会
と商務部が協力して研究と話し合いにより解決することを定めている。ここで一つ
注目すべきことは，今回の「産業構造調整指導目録」に定められている淘汰項目は
外国投資企業にも適用すると明記していることである。この意味において.r産業
構造調整指導目録」は今後の外国投資企業における対中投資の重要な指針であると
理解してもよいだろう。
次は，東北旧工業基地振興戦略について，一瞥してみよう O 実は，新中国成立以
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来，東北三省(遼寧省・吉林省・黒龍江省)はエネルギー，原材料，設備製造など
を柱とする「新中国工業基地」となり， rエネルギー・重化学工業J体系を形成し
た。しかし，改革開放と市場経済の推進により，従来の工業体系と企業メカニズム
の内在的矛盾が顕在化しつつあった。技術的に立ち遅れ，設備が老朽化，ブランド
製品が少ないなどいわゆる「新東北現象」が発生した。このため，激しい市場経済
の競争の中で，東北三省経済は低迷した。
このような背景の下， 2003年10月の中国共産党第16期第 3回全体会議において
「東北地区等旧工業基地振興戦略」の実施が決定され，同年12月，国務院は「東北
地区等旧工業基地振興戦略の実施に関する若干の意見」を提出した。東北における
充実した産業基盤と交通インフラの整備，匡|有企業の再編と改革，地域間格差の是
正，対外開放の促進，対外経済協力の強化を狙う考えであった。政府はこれを沿海
地域開放や西部大開発と並ぶ重大な戦略と位置づけている。このように「東北振興」
が具体的に動き始めた。
東北地区等旧工業基地振興戦略の実施は， WTO加盟後の全面的対外開放戦略の
ー構成部分であるため， 2005年6月に，国務院は上記「若干の意見」の下で，さら
に「東北旧工業基地の対外開放深化の促進の実施に関する意見」を改めて提出した。
今回の新「意見」は対外開放の拡大は東北振興の重要方策であると指摘し，対外開
放の拡大を通じて，東北経済の国際市場との関連度を向上させ，体制メカニズムを
更新し，産業転換を促進することによって，全面的に東北旧工業基地の振興を推し
進めることを強調した。主に以下の四つのポイントが挙げられる。
① 対外開放を通じて，外国投資企業が固有企業の改革と再編成に参加することを
奨励し，固有企業体制や企業経営システムの改革を促進する。具体的には，外国
投資企業が固有企業の買収，株式参入などを通じて，固有企業再編に参加する場
合，同企業の未納税金は国務院の許可により免除することができ，外国の戦略的
投資企業による工業基地立地の再編に参加することを歓迎し，金融，保険，観光
などのサービス分野も外資に開放し，国境貿易の税収優遇政策を実施するなどか
なり優遇的な政策の導入を行う。
② 外資導入の質とレベルを向上させる。東北における重点産業と企業への外資直
接投資を支持し，奨励する。特に，現代的農業，装備製造業，化学工業，ハイテ
ク産業と農産品加工業などの業種への投資は，先端技術や設備の導入に際して，
政府が政策的信用を与えたり，批准を受けた後資本金の比率を縮小することがで
きるなどの奨励措置を実施する。
③ 地縁的優位性を生かし， r外資導入」と「海外進出」を結合した形の発展戦略
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を通じて，地域経済交流と健全な発展を促進する。
④ 固有企業の改革・再編の過程の中で直面する労働者の就業，再就業問題の改善
を最優先にする。固有企業の改革・再編の過程において，就業や再就業に貢献で
きる外国投資企業に対して，奨励し，優遇政策を実施する。
さらに， 2005年10月吉林省の長春で，中央政府が乗り出して初めて開催する「東
北アジア貿易(投資)博覧会」が開催され，東北地域の外資誘致のための優遇策を
主として，固有企業の買取，産業の競争力の向上，開放領域，税収政策と投資の便
益性という 5の方面から実行していくことが強調された。
貿易と投資が一体化した形で進行してきた現段階の経済のグローパリゼーション
の中，中国は WTO加盟によって，経済のグローパリゼーションの全体的枠組を
本格的に受け入れた。その後，中国は貿易と外資直接投資導入の両面における戦略
政策の策定作業に取りかかっている。本稿は WTO加盟後中国の外資直接投資導
入実態と新たな政策動向に関していささか整理を試みようとするものである。貿易
戦略政策に関する議論は別稿で行うつもりであるが，外資系企業の輸出入額の中国
の輸出入総額に占める割合は半分を超えるという状態であるという事情が2001年か
ら続いている。このような事情から見れば，貿易と対外直接投資は緊密な関連をも
っていることが分かるO ここで，本稿と最も関連のある貿易政策上の関連事項を一
瞥してみよう。
経済社会の広範な分野に関して，対外開放を進め，国際的基準に合致した制度を
段階的に構築するとの公約をした上で WTO加盟を実現した中国は，これら公約
に基づき，関連法の制定及び改正を含めた各種制度の改善・構築を急ピッチで進め
てきた。公約の中には，非関税障壁の撤廃，関税引き下げ，外国企業への貿易権の
段階的付与，流通・通信・金融・証券等の分野の対外開放等，中国の貿易制度の根
幹に関る問題が含まれている。これらの公約を実施するために法的整備が必要で、あ
るが，このため対外貿易法改正も行われた。
2004年4月新「対外貿易法」が採択され，同年7月1日から実施された。今回の
「対外貿易法」の改正により，外資系企業にとって，最も朗報となったのは，対外
貿易権に対する制限が撤廃されたことであろう o これによって，中国にあるすべて
の企業が，自社製品に限定されずに，中国全地域で商品の貿易に従事する権利，す
(辺)
なわち中国全土の販売権をもてるようになった。
「対外貿易法」改正の発表とほぼ同時に，商務部は「外商投資商業分野管理弁法」
を公布した。これは対外開放をさらに拡大し，市場流通体系作りをより完全なもの
にするため，外資直接投資企業向けの関連諸法に基づいて制定したものであるO
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本「弁法Jによると， 2004年12月1日以後，流通業に対する外資の出資率の上限
であった65%制限は撤廃され，外資100%のいわゆる外資独資企業の設立が可能と
なった。内資企業(圏内資本企業)については，資本金100万元以上の企業であれ
(231 
ば，制限が撤廃される。いずれも許可制から届出制に移行している。
貿易権の取得は，外資系企業にとって，生産基地と巨大市場の両要素を兼ね備え
る中国の戦略的な位置づけが一段と高くなることを意味する。グローパル企業は，
世界各地のグローパル調達ネットワークを生かし，世界各地からの多様な商品供給
や品揃えが可能となり，商品調達コストにおいて競争優位性が向上するだけでなく，
世界最大市場としての中国市場を含めて全世界の包括的な販売やマーケテイング戦
略を描けるようになる。一方，中国にとって，国民経済の発展を図るため，これま
で，取引条件として行使してきた「市場をもって技術と交換するJという外資導入
政策は， WTO加盟により無効になってしまった。 WTO加盟後の過度期の後半期
を迎え，今後の中国の国民経済発展を図るために，如何に WTO加盟国という枠
組(制約条件)の下で，新たな外資直接導入戦略政策を有機的に国民経済発展に取
り組み，主体的国民経済発展を推し進めるかが今後の大きな課題となる。
上述のところでは， WTO加盟前後における中国の外資直接投資導入政策の変化
の概要をみてきた。このような政策転換の基礎となっている外資系企業の中国国民
経済における地位と特徴，とりわけ製造業部門における外資系企業の地位と特質の
変化については，以下次号において改めて考察することにしたい。
注
(1) 中華人民共和国商務部編 r2005年中国外商投資報告J，2005年， 28頁 (http://wzs.
mofcom.gov.cnl aartic1el ztxxl d wmyxs1200510120051 000527050.htm!)。中国では，外資直
接投資を香港・マカオ・台湾資本による直接投資と香港・マカオ・台湾以外の外国資本に
よる直接投資とに区別しているが，統計上においては，外資系企業として取り扱っている。
本稿では，特別に断る場合を除いて両者を一括して外資直接投資として取り扱うこととす
る(図表の数値を含む)。この事情に関する詳細は王岳平「我国外商直接投資的両種市場
動向類型分析j，W国際貿易問題.11999年第2期 7頁，片岡幸雄訳「中国における外資系
企業の市場指向j，]ETRO r中国経済.11999年11月号， 111頁，桑百川「評“保護民族経
済論"j，張上塘・夏友富主編『中国吸収外商直接投資熱点問題探討』所収，中国対外経済
貿易出版社， 1997年， 145-146頁を参照されたい。
(2) 本稿でいう投資の質とは，投資が行われる産業の技術レベル(同産業内の異る技術レベ
ルの各工程を含む)，ブランド，近代的経営管理方法のことを意味する。
(3) 中華人民共和国商務部編 W2005年中国外磁投資報告.1， 2005年， 28-30頁 (http://wzs.
mofcom.gov.cnl aartic1el ztxxl dwmyxs120051 0/20051 000527050.h tm!)。
WTO加盟後中国の外資直接投資導入実態分析と新たな政策動向(上 41
(4) 中国商務年鑑編輯委員会編『中国商務年鑑・ 2005.l.商務出版社， 2005年， 890頁。
(5) 中華民国経済部投資業務処の統計資料による (http://www.idic.gov.tw/contentl
doc/950l27.doc) 0 
(6) W日本経済新聞.1， 2006年2月28日付。
(7) 向上紙。向上日付。
(8) 萩原陽子「中国投資ブームと日本企業への示唆J，東京三菱銀行調査室編『東京三菱レ
ビュー.1， 2005年， No.8，4頁。
(9) 佐野淳野 I政冷」下でも深まる日中経済関係J，日本総合研究所調査部環太平洋研究セ
ンター編『アジア・マンスリー.l.2006年， No.60.4頁。
(10) 中華人民共和国商務部編 W2005年中国外商投資報告.1， 2005年， 28-30頁 (http://wzs.
mofcom.gov.cnl aarticlel ztxxl dwmyxs120051 0/20051 000527050.h tmI)。
(1) 国家発展和改革委員会外資司編『我国利用外資和境外投資実用法規政策陸編.l.中国計
劃出版社， 101-103頁を参考しており， 1規定」の説明部分は日本国際貿易促進協会『国
際貿易.12002年3月12日号掲載翻訳を参考にしている。
同 国家発展和改革委員会新開発布 (http://www.sdpc.gov.cn/xwfb/t20050628_27560.htm)
による。
同 中国対外経済貿易年鑑編輯委員会編『中国対外経済貿易年鑑・ 2002.1，対外経済貿易年
鑑出版社， 2002年， 653-660頁，中国商務年鑑編輯委員会編『中国商務年鑑・ 2005.l.商
務出版社， 2005年， 582-589頁。国家発麗和改革委員会新開発布 (http://www.sdpc.gov.
cn/xwfb/t20050628_27560.htm) ，日本国際貿易促進協会『国際貿易.12002年5月21日， 28 
日号掲載翻訳， 2005年1月18日号掲載翻訳。
同 国家発展和改革委員会外資司編『我国利用外資和境外投資実用法規政策匡編.1，中国計
劃出版社， 2005年， 126-136頁，中国対外経済貿易年鑑編輯委員会編『中国対外経済貿易
年鑑・ 2001.1，対外経済貿易年鑑出版社， 2001年， 212-215頁。
同 従来は 15ヵ年計画」という名称だ、ったのが，次期から 15ヵ年規画Jという名称に変
更した。これは WTO加盟後の過度期の後半期を迎えた今後の中国の経済発展は，政府主
導の計画経済色を薄め，市場経済のメカニズムに見合った柔軟な運営との意味を強調する
ために変更したと見られる。「規薗」の意味が「ガイドライン」の意味と理解すると，両
者の違いが明確になろう。
同 国家発展和改革委員会政策発布 (http://www.sdpc.gov.cn/zcfb/zcfbqtl zcfb20051 
t20051222_54302.h tm)による。
同向上政策発布による。
同同上政策発布による。
同向上政策発布による。
側 国家発展和改革委員会資料 (http://www.ndrc.gov.cn/tzgg/jjlygg/t20050906_ 41562. 
htm) ，国家発展和改革委員会経済体制総合改革司改革動態報告 (http://tgs.ndrc.gov.cn/
ztgg/t20050825_59971.htm)による。
例 日本国際貿易促進協会『国際貿易.l.2005年9月20日， 10月4日の掲載記事による。
同 中国商務年鑑編輯委員会編『中国商務年鑑・ 2004.1，商務出版社， 2004年， 341-346頁。
日本国際貿易促進協会『国際貿易.l.2004年4月27日掲載翻訳。
同向上『年鑑.l.2004年， 351-353頁。向上紙， 2004年4月20日掲載翻訳。
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単位:万ドル
年国 合計 香港・ 台湾 アメリカ 日本 オースト フランス イギリス イタリア ドイツ
シンガ
タイ 韓国 カナダ
パージン ケーマン サモア
マカオ ラリア ポール 諸島 諸島 独立国
金額 187.489 
113.237 31.490 20.133 6.016 4.230 2.683 2.317 1.928 1.300 910 
(I) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) 
1986 
比率 100.00% 60.40% 16.80% 10.74% 3.21% 2.26% 1.43% 1.24% 1.03% 0.69% 0.49% 
金額 1.100.751 
770.907 105.050 51.105 70.983 4.493 8.857 12.231 8.303 11.948 5.824 
(I) (2) (4) (3) (10) (7) (5) (8) (6) (9) 
1992 
比率 100.00% 70.03% 9.54% 4.64% 6.45% 0.41% 0.80% 1.11% 0.75% 1.09% 0.53% 
金額 3.752.053 
2.050.029 316.155 308.301 310.846 91.414 38.635 185.122 28.824 104.289 30.376 
(I) (2) (4) (3) (7) (8) (5) (10) (6) (9) 
1995 
比率 100.00% 54.64% 8.43% 8.22% 8.28% 2.44% 1.03% 4目93% 0.77% 2.78% 0.81% 
金額 4.031.871 
1.667.169 259.870 421.586 297.308 88.429 104.449 137.326 264.249 127.473 265.896 
(I) (4) (2) (3) (10) (9) (7) (6) (8) (5) 
1999 
比率 100.00% 41.35% 6.45% 10.46% 7.37% 2.19% 2.59% 3.41% 6.55% 3.16% 6.59% 
金額 4.687.759 
1.703.842 297.994 443.322 434.842 105.166 121.292 214.355 215.178 504.234 106.671 
(I) (5) (3) (4) (10) (8) (7) (6) (2) (9) 
2001 
比率 100.00% 36.35% 6.36% 9.46% 9.28% 2.24% 2.59% 4.57% 4.59% 10.76% 2.28% 
金額 6.062.998 
1.954，469 311.749 394，095 545.157 105，848 200.814 624.786 673，030 204，258 112，885 
(1) (6) (5) (4) (10) (8) (3) (2) (7) (9) 
2004 
比率 100.00% 32.23% 5.14% 6.50% 8目99% 1.75% 3.31% 10.30% 11.10% 3.37% 1.86% 
国・地域別外資直接投資内訳(実行ベース)表 1
出所.中国対外経済貿易年鑑編輯委員会編『中国対外経済貿易年鑑j(2004年から『中国商務年鑑』と改称した)各年の関連データにより筆者作成。
注:括弧内の数値は順位である。
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単位:万ドル
年国 合計
香港・
台湾 アメリカ 日本
シンガ オース
カナダ イタリア ドイツ イギリス
デン
韓国 タイ フランス
パージン オースト ケーマン サモア
マカオ ポール トリア マーク 諸島 ラリア 諸島 独立国
件数 1，498 1，155 102 94 53 1 13 2 6 8 3 
比率 100.00% 77.10% 6.81% 6.28% 3.54% 0.07% 0.87% 0.13% 0.40% 0.53% 0.20% 
1986 
金額 333，037 
144，937 52，735 21.042 13，741 9，000 8，806 5，565 4，296 4，280 3，687 
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) 
比率 100.00% 43.52% 15.83% 6.32% 4.13% 2.70% 2.64% 1.67% 1.29% 1.29% 1.11% 
件数 48，764 31，892 6，430 3，265 1，805 742 394 130 126 650 407 140 
比率 100.00% 65.40% 13.19% 6.70% 3.70% 1.52% 0.81% 0.27% 0.26% 1.33% 。岨83% 0.29% 
1992 
金額 5，812，351 
4.153，112 554，335 312.125 217，253 99，655 31.554 28，654 41.701 72，342 28，862 
(I) (2) (3) (4) (5) (8) (10) (7) (6) (9) 
比率 100.00% 71.45% 9.54% 5.37% 3.74% 1.71% 0.54% 0.49% 0.72% 1.24% 0.50% 
件数 37，011 17，713 4，847 3，474 2，946 1.279 355 457 1.975 168 471 
比率 100.00% 47.86% 13.10% 9.39% 7.96% 3.46% 0.96% 1.23% 5.34% 0.45% 1.27% 
1995 
金額 9.128.153 4，211.084 584，907 747，113 759，236 866，575 165，963 357，23 299，839 132.115 125，738 (I) (5) (4) (3) (2) (8) (6) (7) (9) (10) 
比率 100.00% 46.13% 6.41% 8.18% 8.32% 9.50% 1.82% 3.92% 3.28% 1.45% 1.38% 
件数 16，918 6.156 2，499 2，028 1.167 503 367 196 230 1547 495 
比率 100.00% 36.39% 14.77% 1.99% 6.90% 2.97% 2.17% 1.16% 1.36% 9.14% 2.93% 
1999 
金額 4.122，302 1.375，548 337，444 601.611 259.12氾 225，824 69，915 93，872 10，8540 148，385 348，749 (I) (4) (2) (5) (6) (10) (9) (8) (7) (3) 
比率 100.00% 33.37% 8.19% 14.59% 6.29% 5.48% 1.70% 2.28% 2.63% 3目60% 8.46% 
件数 26.140 8，466 4，214 2，606 2，019 675 543 269 2909 1512 195 
比率 100.00% 32.39% 16.12% 9.97% 7.72% 2.58% 2.08% 1.03% 11.13% 5.78% 0.75 
2001 
金額 6，919，455 2，118，886 691.419 751.487 541.973 198，417 129，546 151.564 348，740 877.177 160，926 (1) (4) (3) (5) (7) (10) (9) (6) (2) (8) 
比率 100.00% 30.63% 9.99% 10.86% 7.83% 2.87% 1.87% 2.19% 5.04% 12.68% 2.33% 
件数 43，664 15，434 4，002 3，925 3，454 1.279 608 5，625 2，641 244 790 
比率 100.00% 35.35% 9.17% 8.99% 7.91% 2.93% 1.39% 12.88% 6.05% 0.56% 1.81% 
2004 
金額 15，347，895 
5，201.967 930，594 1，216，516 916，205 442，252 228.199 1.391.081 1.939，565 324，518 324，254 
(1) (5) (4) (6) (7) (10) (3) (2) (8) (9) 
比率 10且00% 33.90% 6.06% 7.93% 5.97% 2.88% 1.49% 9.06% 12.64% 2.11% 2.11% 
国・地域別外資直接投資内訳(契約ベース)表2
. 
w 
出所・中国対外経済貿易年鑑編輯委員会編『中国対外経済貿易年鑑J(2004年から『中国商務年鑑』と改称した)各年の関連データにより筆者作成。
注:括弧内の数値は順位である。
